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平成２６年度 山梨県のＧＤＰ（県民経済計算）について 

要 約 

１ 県内総生産と経済成長率の推移 

・平成１４年度～平成１９年度：県、国ともに成長率がプラスで推移した。 

・平成２０年度～平成２１年度：県、国ともに成長率がマイナスとなった。 

・平成２２年度～平成２５年度：２１年度の落ち込みから持ち直すが、２４、２５年度 

は国の成長率を下回った。 

・平成２６年度：県の成長率はプラスとなり、３年ぶりに国の成長率を上回った。 

 

（参考）名目ＧＤＰの国際比較 

 

 
 

※1 OECD 加盟国の GDP 及び順位は「H26 年度国民経済計算年報」（内閣府）、中国の GDP は「世界の統計 2016」（総務省） 
※2 県内総生産換算レートは 1 ドル=109.92 円（東京市場 平成 26 年度平均値） 
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(H13～H19)景気拡張期間が戦後最長の73ヶ月(通称「いざなみ景気」)

(H24)欧州債務危機

(H19)サブプライムローン問題

(H26)消費税率引上げ
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２ 県内総生産（生産側） 

名目 ３兆１，１８７億円（対前年度増加率１．６％） 

実質 ３兆４，８０９億円（対前年度増加率０．５％） 

・対前年度増加率（実質０．５％）に対し、本県の主力産業である製造業 

（電気機械、一般機械等）がプラスに最も寄与。  

・産業別構成比は、製造業（2４．２％）が最も大きく、次にサービス業 

（1８．６％）。国と比較すると、県は製造業のシェアが大きく、 

卸売・小売業のシェアが小さい。 

 

■県内総生産（生産側・実質）の産業別寄与度 

 
■産業別構成比（名目） 
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第三次

産業

 

第一次産業：    524 億円 

（増加率△4.7%、構成比 1.7%） 

第二次産業：   9,943 億円 

（増加率 4.8%、構成比 31.9%） 

第三次産業：2 兆 0,427 億円 

（増加率 0.1%、構成比 65.5%） 
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３ 県民所得（分配） 

２兆３，５２７億円（対前年度増加率△１．０％）  

・対前年度増加率（△１．０％）に対し、企業所得がマイナスに寄与。 

・１人当たり県民所得は２，７９７千円（対前年度増加率△０.２％） 

国を１００とした水準は９７．５（前年度から１．９ポイント下降）。 

 

■県民所得（分配）の項目別寄与度 

 
 

■１人当たり県民所得の推移 

 
  ※（）内は、全国順位(平成 25 年度内閣府年報) 
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１人当たり県民所得
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水準（国＝100）

3年連続で国の水準を上回った

雇用者報酬：1 兆 5,464 億円 

（増加率 1.2%、構成比 65.7%） 

財産所得 ：  1,365 億円 

（増加率 3.9%、構成比 5.8%） 

企業所得 ：  6,699 億円 

（増加率△6.4%、構成比28.5%） 
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賃金・俸給が

208億円増加
行政機関等

の賃貸料等が

52億円増加

保険金融機関の

利益が、保険金

の支払（大雪等）

により336億円減少

〔賃金・俸給、退職金等〕 〔利子、配当、賃貸料等〕 〔企業の利益〕
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４ 県内総生産（支出側） 

名目 ３兆１，１８７億円（対前年度増加率１．６％） 

・対前年度増加率（１．６％）に対し、総資本形成がプラスに最も寄与。 

・民間需要は 5 年連続、公的需要は 3 年連続でプラスに寄与。 

移出入等は 4 年連続でマイナスに寄与。 

 

 

■県内総生産（支出側・名目）の項目別寄与度 

 
■需要項目別寄与度の推移 
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(％)

民間需要（民間消費＋民間投資）

公的需要（政府消費＋公共投資）

財貨・サービスの移出入（純）等

名目経済成長率

民間消費：1 兆 8,643 億円 

（増加率 0.8%、構成比 59.8%） 

政府消費：  7,285 億円 

（増加率 2.2%、構成比 23.4%） 

総資本形成： 7,737 億円 

（増加率 6.3%、構成比 24.8%）

移出入等：  △2,479 億円 

       （構成比△7.9%） 
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県 国

財貨・サ－ビスの移出入（純）等
〔県際取引〕

〔家計の支出等〕 〔国・県・市町村

・社会保障基金〕

〔公共投資、企業設備等〕

家計支出が

183億円増加

医療費・介護費が

89億円増加

県は1,180億円の

移入超過

公共投資が199億円、

民間企業設備が110億円増加
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（参考） 県民経済計算の相互関連図（名目値） 

 

注：百万円単位を四捨五入しているため、総計と内訳の合計が一致しないことがある。 

 

※1 生産・輸入品に課される税…消費税、不動産関係税など 

（控除）補助金…産業振興費、試験研究費補助金など 

 

※2 県外からの所得（純）…利子・配当など 

              県内に入る所得から県外へ出る所得を差し引いたもの 

 

 

支
出
面

県外からの
所得（純）
1,275億円

県内総生産　3兆1,187億円

県民総所得

3兆2,462億円

県外からの
所得（純）
1,275億円

県内雇用者報酬

1兆4,953億円

営業余剰
・混合所得
〔営業利益〕

7,299億円

県民所得　2兆3,527億円
分
配
面

　 　 民間最終消費支出
 　　 政府 　〃
　　   2兆5,928億円

財貨・サービスの移出入（純）
・統計上の不突合

△2,479億円

総資本形成
〔公共投資、企業設備等〕

7,737億円

企業所得
〔経常利益〕

6,699億円

財産所得
1,365億円

県民雇用者報酬
1兆5,464億円

生
産
面

県内総生産（市場価格表示）

3兆1,187億円

県内純生産（要素費用表示）

2兆2,252億円

固定資本減耗
〔減価償却費等〕

6,470億円

生産・輸入品に
課される税

（控除）補助金

2,465億円

産出額　　5兆8,752億円

中間投入
〔原材料費、光熱費等〕

2兆7,565億円

付加価値
3兆1,187億円

※2

※1
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（参考） 関連指標の推移（5 年間） 

 

項　　　　　　　　　目 単　位 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度
2010 2011 2012 2013 2014

 １　 名目県内総生産 百万円 3,161,463 3,136,409 3,053,703 3,069,484 3,118,690

 ２　 実質県内総生産 百万円 3,467,108 3,518,380 3,439,784 3,464,884 3,480,932

 ３　 県民所得（分配） 百万円 2,405,280 2,402,588 2,366,936 2,375,392 2,352,709

 ４　 １人当たり県民所得 千円 2,787 2,802 2,777 2,803 2,797

 1'　名目国内総生産 十億円 480,527.5 474,170.5 474,403.7 482,430.4 489,623.4

 2'　実質国内総生産 十億円 512,720.3 514,695.1 519,540.2 529,809.9 524,664.3

 3'　国民所得（分配） 十億円 352,702.8 349,597.1 351,174.4 359,115.1 364,444.1

 4'　１人当たり国民所得 千円 2,755 2,737 2,754 2,821 2,868

（単位：％）

項　　　　　　　　　目 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

2010 2011 2012 2013 2014

 １　 名目県内総生産 6.4 △ 0.8 △ 2.6 0.5 1.6

 ２　 実質県内総生産 9.6 1.5 △ 2.2 0.7 0.5

 ３　 県民所得（分配） 9.5 △ 0.1 △ 1.5 0.4 △ 1.0

 ４　 １人当たり県民所得 10.0 0.5 △ 0.9 1.0 △ 0.2

 1'　名目国内総生産 1.4 △ 1.3 0.0 1.7 1.5

 2'　実質国内総生産 3.5 0.4 0.9 2.0 △ 1.0

 3'　国民所得（分配） 2.4 △ 0.9 0.5 2.3 1.5

 4'　１人当たり国民所得 2.4 △ 0.7 0.6 2.4 1.7

実　　　　　　　　　　　数

山
梨
県

対　前　年　度　増　加　率

山
梨
県

国

国


